
公益財団法人埼玉県産業振興公社 
新都心ビジネス交流プラザ１階利活用（シェアキッチン）に係る建物賃貸借契約 

仕様書 
 
 
１ 事業名 

公益財団法人埼玉県産業振興公社 新都心ビジネス交流プラザ１階利活用(シェアキッ
チン)に係る建物賃貸借 

 
２ 事業目的 

本事業は、新都心ビジネス交流プラザにシェアキッチンを誘致し、公益財団法人埼玉
県産業振興公社（以下、「公社」という。）が運営する「創業支援センター」との連携に

より創業支援の強化を図るとともに、公社の各種相談窓口等への来訪者が気軽に立ち寄
り、交流することのできる場を創出することで、新たなビジネス機会やコミュニティ形
成を促進することを目的とする。 

この目的を達成するため、公社は、県が施設所有者から賃借する同プラザ１階の一部
を借り上げ、シェアキッチン運営事業者（以下、「事業者」という。）に賃貸する。 

なお、シェアキッチンとは、厨房設備を複数の利用者が交代制で利用する施設を指
し、本仕様書ではこれに付随して設ける物販・展示スペースも含むものとする。 

 
３ 事業期間 

契約締結日～令和１９年３月３１日 

※ なお、県との調整を踏まえ、当公社と運営事業者との契約は下記のとおり分割し

て締結する予定である。 
① 契約締結日～令和９年３月３１日（水）【年度契約】 
② 令和９年４月１日（木）～令和１９年３月３１日（火）【長期継続契約】 

 
４ 事業実施場所 

  〒338-0001 さいたま市中央区上落合 2－3－2 
  新都心ビジネス交流プラザ（１階）  ※ 別添図面のとおり。 
 
５ 賃貸面積 

１１５㎡ 
 
６ 公社及び事業者の役割分担 

（１）公社の役割 

① 事業実施場所の賃貸 
② 賃料及び負担金の徴収 
③ 事業者の策定する各種計画の承認 
④ 事業者から各種の報告を受け、必要に応じて改善等の措置を求めること 
⑤ 県及び施設所有者等との連絡調整 

 



（２）事業者の役割 

① 事業実施場所の賃借 
② 賃料及び負担金の支払い 
③ シェアキッチンの企画・設計・施工 
④ 厨房設備及び備品等の整備 
⑤ 営業許可等、シェアキッチンの整備・運営に必要な法令上の手続き 
⑥ 施設及び設備の維持管理 
⑦ ②を除くシェアキッチン運営に必要となる経費の支払い 
⑧ シェアキッチン利用者（以下、「利用者」という。）の募集及び利用契約の締結 
⑨ 利用者管理及び運営業務 
⑩ 契約終了時における原状回復 
⑪ その他、本仕様書の内容を含む、シェアキッチンの運営に必要な業務全般 
⑫ 公社の「創業支援センター」との連携及び公社の実施する各種産業振興施策へ

の協力 
 
７ 事業者が実施する業務の内容 

（１）シェアキッチンの整備について 
・ 事業者は、自らの費用負担及び責任において、関係法令に適合するシェアキッチ

ンを整備すること。なお、当該整備には、厨房設備、計器類、備品等の設置のほ
か、必要となる改修工事を含むものとする。 

・ 事業者は、シェアキッチン運営に係る電気料金・水道料金を適正に算定できるよ
う、自らの費用負担及び責任において、事業実施場所に電気及び水道の子メーター
を設置すること。 

・ 事業者は、シェアキッチンのレイアウト、整備に係る改修工事の内容、設備一

覧、整備スケジュール、現場責任者、連絡体制等を記した「シェアキッチン整備計
画書」を策定し、事前に公社の承認を得ること。 

（２）運営業務について 
・ 事業者は、自らの費用負担及び責任において、シェアキッチンの利用ルールの策

定、利用者の募集、申込の受付、利用者への指導、利用料金徴収等を行う。 
・ 事業者は、公社が運営する「創業支援センター」との連携に積極的に取り組むこ

ととし、同センターを利用した創業希望者等がシェアキッチンを優先的に利用でき
るよう努めること。 

・ 事業者は公社の各種相談窓口への来訪者等が気軽に立ち寄り、交流できる環境づ
くりに努め、必要な取組を実施すること。 

・ 事業者は、本業務の履行に支障のない範囲で、公社の実施するその他の産業振興
施策に協力すること。 

・ 事業者は、自らの費用負担及び責任において、シェアキッチンの清掃、換気、軽
微な修繕その他の維持管理を行うこと。 

・ 事業者は、造作、設備の破損、故障又は消耗により本業務の履行に支障を生じる
場合、または生じる恐れがある場合は、速やかに公社に報告すること。 

・ シェアキッチンの利用者及び来店者のトラブルに関しては、公社は一切の責任を
負わない。 

・ 事業者は故意または過失により第三者に損害を与えた場合はその損害を賠償しな
ければならない。 



・ 事業者は、本業務の履行に当たり、法令等の規定に基づく届出を行った場合に

は、その届出書の写しを公社に提出すること。 
・ 事業者は、シェアキッチンの営業日・時間、利用ルール、利用者管理の内容、連

絡体制（人員配置／管理責任者／緊急時対応体制）、収支の見通し等を記した「シ
ェアキッチン営業計画書」を策定し、事前に公社の承認を得ること。 

（３）賃料と負担金、その他の経費の支払いについて 
・ 事業者は、公社に対して、賃料と負担金の合算額を毎月指定された期日までに支

払うこと。 
・ 事業者は、施設所有者またはその指定する者に対して、賃料と負担金を除く、本

業務の履行に必要な下記の経費について、毎月指定された期日までに支払うこと。 
⚫ 管理費（共益費） 
⚫ 温冷熱費（空調） 
⚫ 変動管理費（共用部電気・水道料金） 

⚫ 対象区域の上下水道料金及び電気料金 
・ 振込手数料は事業者の負担とする。 

 

（４）衛生管理について 
 事業者は、食品衛生法その他の関係法令を遵守し、適切な衛生管理体制を構築す
ること。また、利用者への衛生指導を徹底すること。 

（５）安全管理について 
・ 事業者は、事故防止及び防災・防犯対策を講じること。 
・ 事故等が発生した場合は、適切な対応を行うとともに、速やかに公社へ報告する

こと。 

（６）施設管理への協力について 

 事業者は、施設所有者が実施する設備点検、防災訓練等、施設管理に必要な業務
に協力しなければならない。なお、この場合、事業者が不便又は損害を被ることが
あっても、公社はその責を負わない。 

（７）報告義務 
・ 事業者は、四半期に１回、公社に対して次の内容を報告しなければならない。 

⚫ 利用者数 
⚫ 利用件数 
⚫ 稼働率 
⚫ 収支状況 
⚫ 事故等発生状況等 

・ 公社は、上記によらず、業務の履行状況について必要があると認めるときは、事
業者に対し報告を求めることができるものとし、事業者はこれに応じなければなら

ない。 
・ 公社は、事業者からの報告内容を確認した結果、本業務の適正な履行を確保する

ため必要があると認めるときは、事業者に対して必要な指示を行い、又は改善その
他必要な措置を講ずるよう求めることができる。 

（８）紛争の解決 
 本業務の履行に関して関係者から意義の申し立てがあったときは、事業者は責任
をもって解決に努めなければならない。 

 



８ 秘密の保持 

 事業者は、本業務の履行に関して知り得た秘密を第三者に漏らし、または本業務
の履行以外の目的に利用してはならない。本契約が終了し、または解除された後に
おいても同様とする。 

 
９ 立入検査 

・ 公社は、必要と認める場合、予め事業者に日程等を通知した上でシェアキッチン
内に立入り、これを点検し、適宜の措置を講ずることができる。 

・ 緊急を要する場合等で、公社が予め事業者に通知することができない場合は、事
後速やかに事業者に通知することで足りるものとする。 

・ これらの場合、公社は、事業者のシェアキッチン運営に支障が生じないように配
慮することとし、事業者は公社の措置に協力しなければならない。 

 

10 登記事項変更の通知 
 事業者は、その所在地、商号、代表者、事業目的、資本金その他の商業登記事項
に重要な変更があったときは、速やかに書面をもって公社に通知すること。 



賃貸場所


